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1 ．資源開発と都市形成の関係
　中国では経済発展にともない、天然資源に対する需要が急増している。
中国による国外での活発な資源調達の動きがよく伝えられているが、当然
のことながらそれと同時に、国内での資源開発も活発に行われている。そ
して、そのような資源開発の動向が、その拠点となる都市の在り方を左右
し、特殊な空間構造を形成している。内モンゴル自治区のオルドス市では、
石炭開発のブームに沸いた不動産バブルにともなって都市開発が急激に進
行したものの、まもなくバブルがはじけてゴーストタウンと化してしまっ
た 1 ）。この顛末は、極端な例ではあるけれども、資源開発と都市形成との
一つの関係性を示している。
　一般的には、「資源枯渇型都市」の問題として、例えば石炭の採掘に依
存してきた都市が資源の減少とともに衰退しまうことが指摘されてきた。
天然資源の埋蔵量そして採掘の技術とコストに規定される可採量には必ず
限度があるため、資源の開発は増産期、安定期、減産期のライフサイクル
を経ることになる。それにともなって資源開発の拠点となる都市は成長期、
繁栄期、衰退期のライフサイクルをたどることが必然である 2 ）。そうした
ことを踏まえて、都市の衰退を防ぐためには、繁栄期のうちに資源開発に
依存している産業構造の転換を図り、「第二の創業」を進めておくという
産業政策が肝要、という主張もなされている 3 ）。
　このような資源と都市の関係は、中国に限ったことではなく、例えば日
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本の産炭地域でも経験されたことであった。しかし、中国の資源と都市の
関係には、特殊な事情も介在している。一つには、資源開発が全面的に国
家主導で行われることである。天然資源は経済発展の基盤であるばかりで
なく、安全保障上の戦略物資でもある。中国の天然資源はすべて国有であ
ると定義され、資源開発を国家が強力に主導し、その開発は多くの部分を
国有企業が担うことになる。特に本稿が研究対象とする石油資源の開発に
ついては、そのような体制がはっきりと採用されている。もう一つは、資
源開発の拠点となる都市の形成についても、その主要な部分をしばしばそ
れらの国有企業が担うことである。都市を建設するための資金が、とりわ
け成長期においては、国有企業を通じて政府から優先的に投下されうる。
　本稿では、以上のような認識に基づき、中国においては資源開発と都市
形成の関係が実際にはどのようになっているのかについて検証することを
目的とする。そして、具体的な分析を行うために、吉林省松原市一帯に展
開する吉林油田に焦点を当てる。以下、 2 章では石油資源開発について、
3 章では資源型都市の特徴について、そして 4 章では石油開発と都市空間
の関係性について考察していく。最終の 5 章では以上の考察を踏まえて、
資源型都市の空間構造がはらむ問題点について検討する。
2 ．中国における石油開発と吉林油田
2.1.石油開発の歴史
　中国における近代的な意味での石油開発は、清代の洋務運動の中で、ア
メリカから技術が導入されて始められた。その後20世紀に入ると、新疆な
どの西部で生産が開始された。もっとも、アメリカの地質学者らの見解と
して、中国に石油の埋蔵量はそれほど多くないだろうというのが定説であっ
た。それに対して、李四光などの中国の地質学者は反論し、その後の大慶
油田などの発見につながったという 4 ）。日中戦争が終結すると1946年には
中国石油有限公司が上海に設立された。さらに中華人民共和国が成立する
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と1950年には中ソ石油株式会社が設立されて、今度はソ連の技術が導入さ
れた。1950年代の開発の重点は引き続き西北地区にあり、特に玉門やカラ
マイの油田が主力であった。そうした状況が大きく転換したのは1950年代
末頃である。東北地区の松遼平原で油田が発見され、特に1959年に発見さ
れた大油田は建国10周年を祝って大慶油田と名付けられた。1960年代から
70年代の石油開発の重点は東北地区にあった 5 ）。
　改革開放期を迎え1980年代になると、再び西北地区の開発が進められる
とともに、渤海など海域での開発も行われるようになった。中国は1993年
には石油の純輸入国になり、それ以降は中国企業が海外へ積極的に進出し、
アフリカなどにおいて石油採掘権を相次いで獲得するようになった 6 ）。
　図 1 は中国における石油を含めたエネルギー消費の推移を、図 2 は各エ
ネルギーの需給動向を, 1978年以降の改革開放期について示したものであ
る。途中1997年からのアジア通貨危機の影響による停滞を読み取ることも
できるが、全体としてエネルギー消費量は着実に増加しており、とりわけ
今世紀に入ってからの増加が著しい。また、石炭への依存が一貫して大
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図 1　中国のエネルギー消費量（1978～2016年）
 （中国統計年鑑各年版）．
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きいこともわかる（図 1 ）。しかし近年においては石油の消費量が急速に
拡大している。2010年の石油消費量が1990年からの20年間で約3．8倍に増
加したのに対し、国内の原油生産量は約1．5倍にとどまったため、1990年
代前半には輸入超過となり（図 2 ）、2010年の自給率は約47％であった。
2016年には約36％にいたっている。それだけに、輸入量の確保と同時に、
国内での増産が期待されている。
　図 3 は、改革開放期の中国国内における原油生産の動向を省別のデータ
として示したものである。黒竜江省の大慶油田が今世紀に入る頃から減産
をしているものの依然として最大の生産量であり、勝利油田などの山東省
の生産量も横ばいである。それらに対して、天津市の渤海油田や陝西省を
中心とした長慶油田が近年になって急速に増産していることがうかがえる。
本稿で取り上げる吉林油田は、それらの油田に比較して規模は小さいもの
の、この間に生産量を確実に増やしており、現在では全国で第 8 位に位置
している。
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図 2　中国のエネルギーの需給バランス〔生産量－消費量〕（1978～2016年）
 （中国統計年鑑各年版）．
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2.2.石油開発の組織
　中華人民共和国の下で、高度に集権的な計画管理体制が採られた時期に
は、石油開発についても石油工業部が1955年に置かれ、所属企業を直接に
管理していた。その後、改革開放期になると、生産責任制と近代的な企業
制度が採り入れられるようになり、組織は度々再編された 7 ）。
　その第一段階は1978～88年にあたる。石油工業部に所属する各企業の自
主権の拡大が経済責任制度の導入によって進められ、生産の積極性を引き
出していった。1982年には、大陸棚の海底油田・ガス田の開発のために、
国有企業の中国海洋石油総公司（CNOOC）が設立された。中国には海底
油田探索のための十分な技術がなかったため、国際入札を通じて外資と共
同開発を行うことが目論まれ、その中国側の受け皿となる企業であった。
中国国内においては海底油田に関わる探査・開発・生産・販売の独占経営
権を行使するようになった。
　第二段階は1988～98年にあたり、石油工業部の職能が国有企業に分割さ
れ、さらにそれらの企業経営の改革が子会社の株式化という形で進められ
た。1983年に石油化学工業を担当する国有企業の中国石油化工総公司（シ
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図 3　中国各地区の原油生産量の推移（1978～2015年）
 （中国能源統計年鑑各年版）．
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ノペック）が誕生した。1988年には国務院による改革で石油工業部が廃止
され、中国石油天然気総公司へと生まれ変わった。
　第三段階は1998年以降である。国務院による再度の改革として、中国石
油化工総公司と中国石油天然気総公司は、多様な事業を相互に交換した上
で、石油探査から加工・販売までを一貫して行う二つの特大企業グループ
に再編された。1998年に、中国石油天然気集団公司（CNPC）と中国石油
化工集団公司（シノペック）が正式に成立したが、両者の領域はちょうど
万里の長城を境に中国全土を南北に二分したようになっている。翌1999年
に、両グループは、本業と副業、優良資産と不良資産、企業職能と社会職
能を分離した。中国石油天然気集団公司（CNPC）は2000年に現業部門を
民間企業の中国石油天然気（ペトロチャイナ）として分割した。 
　このような組織再編を踏まえ、中国海洋石油総公司（CNOOC）を含め
た 3 大グループは、それぞれ海外での上場により資金調達を図っている。
ペトロチャイナは上海・香港・ニューヨークで、シノペックは香港・上海・
ロンドン・ニューヨークで上場した。中国海洋石油総公司（CNOOC）は、
実際に油田探査・採掘事業を行う子会社として民営企業の中国海洋石油有
限公司（CNOOC Ltd．）を有し、これが香港とニューヨークに上場している。
このような資金を利用して、海外の石油関連企業を積極的に買収するなど、
写真 1　油井の掘削作業 写真 2　原油を採掘するポンプ
 （本稿の写真はいずれも筆者が2013年に撮影したもの）
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世界中で石油資源の獲得に全力を挙げている。
　一方、中国国内においては、一部に外資企業が開発に参入し、地方にお
いては若干の中小規模の公営・民営企業も併存するものの、国家資本によっ
てコントロールされた上記の 3 大グループがほぼ独占的に開発から販売ま
でのすべての領域に関与している。
2.3.吉林油田の経緯
　中国石油吉林油田公司は中国石油天然気集団公司（CNPC）グループ内
の中国石油天然気（ペトロチャイナ）に所属する地区会社であり、石油・
天然ガスの探査・開発・生産・加工・販売から生産技術サービスや従業員
の生活サービスまでも一体として取り組む大型石油企業である。本部は吉
林省松原市にあり、油井は多くが松原市の管轄する区・市・県の範囲に分
布している（写真 1 、 2 ）。現有の従業員は約47,000人であり、16の部門、
3 つの付属機関、直属の子会社が 7 社、系列の子会社が57ある 8 ）。
　採掘が最初に成功したのは1959年であり、当初は「扶余油田」と呼ばれ
た。黒竜江省の大慶油田とほぼ同時期のはじまりであり、すでに50年を超
える歴史を有する。1961年には吉林省管理下の国有企業「吉林油田」が発
足した。1998年に中国石油天然気総公司の傘下に入り、その際に株式上場
部分と非上場部分の分離をして 2 つの組織にしたが、2007年にはそれらを
再統合している。2008年には以前はシノペックに所属していた石油精製の
前郭石化公司を吸収合併した 9 ）。
　生産量については先に第 3 図で示したような推移であり、2011年の吉林
油田の原油生産量は735万トンであった。累積の生産量は1．3億トンに達す
る。しかし、油田としての評価は、品質が劣り、浸透率や飽和率が低くて、
開発の難度が高いとされる。初期の油井では早くから注水も行われている。
その一方で、「会戦」と呼ばれる設備や労働力を総動員しての積極的な探鉱・
開発がしばしば展開され、採掘技術の向上とあいまって、近年は着実な増
産傾向にある10）。
7
小野寺　中国における資源開発と都市形成―吉林油田を事例に―
3 ．資源型都市松原市の特徴
　本章では、吉林油田の本拠地である松原市に焦点を当て、市街地の状況
および人口と経済の面から資源型都市の特徴を明らかにする。
3.1.市街地の状況
　松原市は中国東北地区吉林省の中西部にあり、市の中心部は省都である
長春市から北西へ約150kmに位置する。黒竜江省の大慶油田からも南へ
約150kmにあたる。市域は東北平原の一部である松嫩平原に、アムール
川の支流である松花江（ソンホワ川）の上流（第二松花江）の流域を中心
として広がっている。
　清代の康熙年間にチチハルへ通じる要衝として伯都訥という拠点が第二
松花江の北岸（江北）に建設され、後に扶余鎮と呼ばれるようになった。
この地区が現在の松原市の中心市街地の北部に相当する。その後1914年に
この地に扶余県が置かれ、1987年には扶余市となった。他方、第二松花江
の南岸（江南）には草原が広がりモンゴル族が生活する地域であった。
1934年に鉄道の前郭駅（現在の松原駅）が設けられて市街地が形成され始
め、1955年には前ゴルロスモンゴル族自治県が置かれて前郭鎮がその県都
となった11）。
　1992年に白城地区から松原市が地級市として分割され、扶余市は扶余区
となるが、1995年にはその西部のかつての扶余鎮付近を切り離して寧江区
が設置され、東部は改めて扶余県となった。その後、行政区画が徐々に調
整されて、松花江南岸（江南）にある前郭鎮の西側の部分も寧江区に編入
されていった。このような経緯により、現在の松原市の中心市街地は、寧
江区がその多くの部分を占め、それに前ゴルロスモンゴル族自治県の前郭
鎮を加えた範囲になっている（図 4 ）。
　現在、松原市の党委員会や政府は江南に置かれている。前ゴルロスモン
ゴル族自治県の党委員会や政府はやはり江南の市街地中央部に置かれてい
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図 4　松原市の中心市街地
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図 5　松原市寧江区の人口の変化
 （吉林省人口センサス資料2000年版および2010年版）．
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る。それらに対して、寧江区の党委員会や政府は江北に置かれている。鉄
道駅は江南にあるが、長距離バスターミナルなどは江北と江南それぞれに
立地している。両岸はこの市街地区においては松花江大橋と松原大橋で結
ばれており、往来は便利である。詳しくは後述するが、吉林油田の主な施
設はおおよそ寧江区内（江北と江南の両方）に分布している。あるいは、
地域政策を進めやすくするために吉林油田の主な施設がおおよそ寧江区と
いう範囲に含まれるように行政区画が変更されてきた、とする方がより的
確な説明であろう。
3.2.人口と経済の状況
　松原市は寧江区、扶余市、長嶺県、乾安県、前郭ゴルロスモンゴル自治
県を管轄し、面積は20,159㎢、人口は282．9万人（2013年末）である。中
心市街地を広くカバーする寧江区について見てみると、2000年から2010年
の10年間に、寧江区の総人口は538,469人から612,816人へ増加したが、そ
のうち常住の戸籍人口は416,659人から395,870人へむしろ減少しており、
総人口の増加は流動人口による（図 5 ）。
　表 1 は、寧江区市街区域の住民の学歴構成を示したものであり、比較検
討するために、長春市区部や吉林省全体の市街区域における学歴構成も列
記した。中卒や高卒の学歴の比率が高い一方で大卒や大学院卒の比率が顕
著に低いことがわかる。表 2 は同様にして職種別従業者構成を示したもの
表 1　学歴構成（2010年）
6 歳以上
の人口
小学
以下 中学 高校 短大 大学 大学院
松原市寧江区 100．0% 14．6% 39．0% 30．4% 10．0% 5．8% 0．1%
長春市区部 100．0% 15．5% 34．2% 22．0% 11．2% 15．5% 1．6%
吉林省 100．0% 13．2% 34．6% 30．1% 10．6% 10．7% 0．8%
 （吉林省2010年人口センサス資料）．
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である。これについては、「国家機関・党軍組織・企業等責任者」という
管理職の比率が低いことに気がつく。以上の人口のデータから、都市機能
の中心性がそれほど高くないと考えることができる。
　松原市の産業の成長と構造をGDPの推移から見てみると（図 6 ）、順調
に成長を続けており、特に2000年代半ばから年率20％を優に上回る急速な
表 2　職種別従業者構成（2010年）
機関・党
軍・企業
等責任者
専門
技術
事務
関連
商業・
サービス
農林牧
漁水利
生産職
生産・
運輸
関連
分類
不能 合計
松原市
寧江区 2．0% 20．7% 9．9% 36．5% 5．0% 25．8% 0．1% 100．0%
長春市
区部 3．9% 22．7% 10．3% 36．4% 2．4% 24．2% 0．1% 100．0%
吉林省 3．4% 18．8% 10．1% 36．4% 4．9% 26．4% 0．1% 100．0%
 （吉林省2010年人口センサス資料）．
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図 6　松原市におけるGDPの推移（1992～2013年）
 （松原市統計年鑑2011および松原市国民経済和社会発展統計公報各年版）．
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伸びを記録していることがわかる。このことから東北地区において最も経
済成長が速い都市と呼ばれ、吉林省においては経済規模が長春市と吉林市
に続く第 3 位になった。産業構造としては、第二次産業の比率がこの間に
上昇して2007年頃には約58％に達した。近年はその比率がやや低下して
2013年には約48％になり、それに対して第三次産業の比率が高まる傾向に
ある。また寧江区について業種別従業者構成を見ると（表 3 ）、採掘業に
極めて特化した産業構造にあることがわかる。とりわけ製造業や卸売・小
売業の構成比が低く、都市の産業構造としては特異な状況にある。
　松原市の都市住民一人あたり可処分収入は2013年に25,933．4元に達した
のに対して、農村住民一人あたり純収入は9,800元と推計されており（松
原市2013年国民経済和社会発展統計公報）、その格差は他都市に比べても
大きい。国有企業等に雇用される従業者の平均賃金水準について見てみる
と、2012年に松原市寧江区は年額41,748元となり、吉林省内において長春
市や吉林市の区部に次ぐ高い水準になっている（吉林省統計年鑑2013年版,
pp. 73-74）。これらのデータは松原市市街地に居住する吉林油田従業員の
所得が恵まれていることを示唆している。
表 3　業種別従業者構成（2010年）
採掘 製造 交通運輸
卸売・
小売
サー
ビス
教育
関連
公務
員等 その他 合計
松原市
寧江区 25．1% 4.3% 9.5% 12．7% 5．4% 5．5% 7．7% 29．8% 100．0%
長春市
区部 0．5% 20.4% 8.0% 23．9% 3．7% 7．9% 5．6% 29．9% 100．0%
吉林省 2．1% 16.4% 9.6% 21．5% 4．8% 6．6% 7．1% 32．0% 100．0%
 （吉林省2010年人口センサス資料）．
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4 ．吉林油田による都市形成
4.1.住宅小区の建設
　1960年代から吉林油田の生産が増えるにしたがって従業員とその家族も
増え、国有企業としては彼らのために住宅を供給しなければならなかった。
吉林油田の油井は寧江区のみならず、扶余市や前ゴルロスモンゴル族自治
県など周辺の市県にも分布しているが、従業員家族の住宅は、現場作業に
従事するための現地の宿舎を別にすれば、多くが現在の寧江区に建設され
た。集合住宅が複数棟集まった団地を住宅小区と呼ぶ。
　松花江の北岸（江北）においては、当時の扶余鎮がすでに市街地として
発展していたので、新しい住宅建設の用地をその郊外に求める必要があっ
た。実際には扶余鎮の北部、すなわち和平路から北側の地区において建設
が始められた（図 7 ）。南岸（江南）おいては前郭鎮の西部に広がってい
た沼沢地や荒地が新しい住宅の建設地と定められた。1963年に “干打塁”
の（徒手によりその場所の土などを用いて築いた）最初の吉林油田従業員
家族用の住宅小区ができた。1970年代には次第に住宅の建築材料が土から
レンガへ、そしてコンクリートへと変わり、1980年代には平屋から多層住
宅の建設が主流になった12）。
　例えば江南では1980年代半ばまでに、松江街（現在の松江大街）を越え
て、錦江路（現在の錦江大街）までは市街化され、住宅小区が建設されて
いた。住宅だけではなく、生産や生活に関わる多様な施設の建設も始めら
れた。沿江路と江橋路（現在の青年大街）が交わる地点には吉林油田医院
が、吉林油田管理局が、ゴルロス大路と錦江路が交わる現在の吉林油田探
査開発研究所の地点には吉林油田管理局がすでに置かれていた13）。
　1990年代になると住宅制度改革が行われ住宅の従業員への売却が進み、
その回収資金を利用して住宅開発がさらに進展した。2000年代以降は大規
模な住宅開発が行われ、居住環境が大幅に向上した。
　以下では、いくつかの住宅小区の事例を見ていくことにする。
13
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（a）小窯小区（写真 3 ）
　小窯小区は江北の長寧北路から東に入ったところに位置している。最初
に建設されたのは1970年代であり、写真 1 のようなレンガ造りの住宅が今
も残っていて使用されている。小区には1990年代に建設された 6 階建ての
住宅もある。レンガ造りの住宅の方は、10戸ほどが連なった長屋がおよそ
10棟並んでいる。 2 階建ての部分と平屋の部分が後の改築によって繋げら
れたことが見て取れる。しかし各戸にはトイレがなく、小区内に公衆便所
が配置されている。周囲の生活道路は舗装が不十分でぬかるんでいたりか
なりデコボコであったりするなど、居住環境はけっしてよくない。しかし、
きれいな自家用車を所有する住民も中にはいて、そうした道路に駐車して
図 7　吉林油田関連施設の市街地における分布
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いる様子も見られた。
（b）職大小区（写真 4 ）
　職大小区は江北の長寧北路から西へ入ったところに位置している。道路
を挟んで北区と南区に分かれており、北区については、1994～96年に建設
され、敷地面積は8．7万㎡、6 階建ての住宅が25棟あり、1,116戸、約5,000
人が居住している（写真 2 ）。各戸の居住面積は平均して50㎡程度である。
建設された当時は、居住環境が優れている模範的な住宅小区として表彰さ
れた。南区の建設はもっと古く1980年代であり、 3 ～ 4 階建てのメンテナ
ンスが不十分な集合住宅が並んでいる。
写真 3　小窯小区 写真 4　職大小区
写真 5　錦湖小区 写真 6　濱江小区
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（c）望湖花園（写真 5 ）
　望湖花園は江南の錦江公園のすぐ北側に位置する住宅小区である。2007
年に建設が開始され、敷地面積は 7 万㎡、建築面積は 1 万㎡、緑化面積は
1．6万㎡であり、10階建ての明るい色合いの住宅が14棟配置されていて、
770戸が居住している。各戸の居住面積は平均して100㎡あまりと見られる。
小区の一角には吉林油田望湖社区管理センターの建物があり、そこには望
湖社区居民委員会、同共産党支部、社区警務室、社区サービスセンター、
社区衛生サービスステーションなどが置かれている。社区居民委員会は公
的な行政系統の末端に位置する一般的な組織であるが、ここではそうした
組織の運営を吉林油田という企業が実質的には主導しているのである。そ
の他、小区内には活動ステーション、地下駐車場、運動器具が備わった広
場などが配されている。
（d）濱江嘉園（写真 6 ）
　濱江嘉園は松花江の南岸にある最新で最大の住宅小区である。遠隔の油
井で勤務していた従業員とその家族を優先的に入居させることを特に意
図している。さらに拡大する計画であるが、2013年の段階で261棟あり、
11,168戸が入居している。瀟洒な 6 階建ての住宅が数多く並んでいるが、
30階建て前後のマンションも数棟そびえている。各戸の居住面積は平均し
て120㎡あまりと見られる。小区内は緑化や清掃が行き届いており、社区サー
ビスセンターをはじめ、駐車場、広場、集会所、その他の諸施設がゆった
りと配置されている。「居住・レクリエーション・文化・教育・医療・商
業が一体となった生態田園住宅小区」とうたわれており、引退した高齢者
から幼い子供たちまで、吉林油田従業員の家族の福祉の向上が強く意識さ
れている。この住宅小区の道路を挟んだ向かい側には、松原市で最も高級
で大規模なショッピング・コンプレックスが開業している。
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4.2.閉じた空間の形成
　吉林油田は、石油の開発とともに、住宅の供給を含めて従業員とその家
族（「吉林油田人」）の民生の改善に力を注いできた。それを効率的に実現
するためには、住宅小区やそれらが集中する吉林油田関連地区のような閉
じた空間を形成することが必要であった。翻って、そのような閉じた空間
を形成することによって、吉林油田という企業の一体性を強め、企業の価
値を高めていこうとする戦略を読み取ることができる。
　閉じた空間を形成するために最も重要な方策は、住宅所有のルールの設
定であろう。吉林油田が建設した従業員向け住宅は、1990年代の住宅制度
改革後も、所有が「吉林油田人」に限定され、つまり企業関係者の間での
み所有権の譲渡が認められ、企業の外部へ売却してはならないという規則
になっており、これによって閉鎖的な空間が現在も強固に維持され続けて
いる14）。最近（2012年）新たに示された方針では、「親が吉林油田人では
ない子女の（血縁ではなくて新規に外部から雇用された）従業員にも、吉
林油田の住宅を購入することを許可する。」とされており、「吉林油田人」
の範囲が若干拡張された。
　吉林油田は江北地区、江南地区、前郭石化地区、濱江嘉園地区に 4 つの
不動産管理会社を設立し、住宅の修繕だけにとどまらず、小区内の清掃・
緑化・保安などを高い水準に保っている。それらの業務の拠点となる活動
ステーションが各小区に置かれており、毎日午前 8 :00-11:00と午後 1 :00-
4 :30に開かれて、担当者が常駐している。行政組織の末端の社区居民委
員会が住宅小区とほぼ重複しており、住民のさまざまな要求や訴えを受け
付けて対応している。ゴミの回収が地区ごとに行われており、社章である
「宝石花」15）が目印のゴミ集積場が、小区の各所に置かれている。
　吉林油田の従業員の賃金などの待遇が恵まれていることはすでに地域で
の共通認識になっているが、諸手当や福利の基準を引き上げて年間の一人
当たりの収入を大幅に向上させることが引き続いて目指されている。また、
これまでは従業員の中でも「身分」があり、親が吉林油田の従業員かどう
17
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かによって福利に格差があったが、今後は同等の待遇を享受できるように
するとの方針が新しく出されており、住宅所有と同様にこの面でも「吉林
油田人」の範囲が拡張される方向にある。しかしながら、大学新卒者を広
く雇用することが期待されるとともに、吉林油田従業員の子女を積極的に
雇用することも依然として堅持されている。
　従業員の家族のための教育、医療、福祉などの社会サービスにも全面的
に企業が関与している（写真 7 、 8 ）。教育については、松原市や寧江区
の系統とは別に、吉林油田による油田教育処があり、豊富な資金により優
写真 7　吉林油田第12中学の
出迎え風景
写真 8　吉林油田江北
　　　　活動センター
写真 9　民生プロジェクト推進の
　　　　スローガン
写真10　「城中村」と
　　　　不動産開発
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秀な教師を招聘して高い教育レベルを誇っている。現在は吉林油田の子弟
でなくても入学はできるという。医療・保健施設、体育施設、生涯学習施
設などの充実についても一貫して進められている。進学支援や生活扶助の
制度も用意されている。
　国家のために油田開発へ邁進しよう、それと同時に、私たちの居住環境
を向上させようという文脈のスローガンが街のいたるところに掲げられ、
吉林油田人の強い使命感とそれに加えて優越感が感じられた。例えば、「民
生プロジェクトの建設を推進し続け、吉林油田の人々の生活をますます素
晴らしくしよう」（写真 9 ）、「党の指導を常に堅持し、祖国に石油を献上
するという核心的な価値観を積極的に実行しよう」、「一千万トンを生産す
る石油・天然ガス田と幸福な石油の故郷を建設するために奮闘しよう」と
いった横断幕や大きな掲示が見られた。
　なぜこのような閉じた空間が形成され、維持され、さらには強化されよ
うとするのだろうか。一つ目の理由としては、経済成長が著しい中国にお
いてエネルギー資源の確保は最優先事項であり、国際的な状況に左右され
ず安定的な確保を見込むことができる国内の資源開発が重視され、吉林油
田のような企業が優遇されて豊富な国家的資金が流入する、という図式が
あると考えられる。二つ目の理由としては、そのような図式の中で、事実
上の国有企業という官僚的な組織が、有利な状況を利用して、自らを増殖
させる過程にあるとも考えられる。三つ目の理由としては、近隣とも言え
る大慶油田において、すでに減産期に入った2002年に経営合理化にともな
う大規模な抗議行動が発生したことが契機となり、企業文化の涵養という
形で従業員共同体を強化しなくてはならないという危機感が高まったので
はないかと推察される。
　このような閉じた空間が形成されることによって、それ以外の地区との
相違が都市景観において顕在化し、それが社会経済的な格差として認識さ
れるようになる。そうした状況に対して、顕在化した相違や格差を緩和し
ようという動きも見られる。吉林油田が、例えば油田教育処所管の学校へ
19
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の入学を広く許可するようになったように、自らの敷居を低くしようとす
る傾向も一部に観察される。松原市政府は、「城中村」と呼ばれるような
危険で老朽化した掘立小屋が集まっている地区の再開発を進め、そのよう
な地区に居住していた低所得層に対して公共賃貸住宅や低価格住宅を供給
している16）。それとは別に、民間の不動産開発業者による大規模な商品住
宅の開発も市内の各所で進められている（写真10）17）。ただし、これらの
動きは、吉林油田の閉じた空間に起因する松原市中心市街地の二元的な景
観を大きく変更するところまでには至っていない。
5 ．資源型都市の脆弱性
　中国では天然資源の所有権は国家に属し、資源開発が明確に国策として
位置づけられ、しばしば特定の国有企業がその主体となる。そのため、そ
の国有企業を通じて大規模な国家投資が行われ、資源開発の拠点となる都
市の形成はもっぱらその国有企業が主導する。その結果、かつての計画経
済システムが固守されたような特異な空間を形成することになった。そこ
には、特殊なシステムが特殊な空間を生み出し、その特殊な空間がその特
殊なシステムを温存させるという関係が見出され、現代中国の都市空間を
考察するための一つの鍵があると思われる。以下では、その特殊な都市空
間がはらむ脆弱性について、いくつかの視点から指摘しておきたい。
　第 1 は、資源に依存することそのものによる脆弱性である。吉林油田そ
して松原市は、資源開発と都市形成のライフサイクルの前半に相当し、確
かに最近までは高い経済成長率を誇ってきたけれども、資源型都市の宿命
である資源が枯渇することの脆弱性からは将来的には免れえず、あるいは、
ナショナルなそしてグローバルな資源の需給関係の影響を必ずや受けるで
あろうことから、この国有企業と都市空間が今後いつどのように変化する
のか注目される。
　第 2 は、「第二の創業」に関わる脆弱性である。ライフサイクルの繁栄
20
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期のうちに産業構造の転換を図らなければならないわけであるが、国有企
業が国家政策の下で長きにわたって主導してき結果であるこの都市の産業
構造をダイナミックに転換させることは、果たして可能であろうか。また、
このことは、「資源の呪い」とも関係する。それは資源が豊富である国ほ
ど経済発展しないという逆説であり、発展途上国の国民経済のレベルで宗
主国との関係などにおいて論じられてきたことであるが、国民経済の内部
において天然資源を産出する地域についてもこの考え方を応用できるだろ
う。中国においても、資源型地域では人口と経済活動が分散化しがちであ
り、核心部の集積効果が弱く都市機能が偏っているため、製造業やサービ
ス業の発展を抑制し、「資源の呪い」の陥穽にはまりやすい、という指摘
がなされている18）。
　第 3 は、「国進民退」に関わる脆弱性である。「国進民退」すなわち国有
企業の躍進と民営企業の後退が、2000年代半ばから指摘されるようになっ
た。国有企業改革は1990年代末から行われたが、資源開発を含む特定の産
業分野に限れば、国有資本が絶対的な支配権を保持している19）。このよう
に国有セクターが肥大化していることが、市場メカニズムの機能を妨げて
いるのだけれども、そこには共産党幹部の既得権益があり、解決は簡単で
はない20）。このような現代中国の政治経済の焦点とも言える敏感な問題が、
資源型都市の行く手には立ちはだかっている。
　最後に、資源と階層あるいは資源と民族に関わる脆弱性である。天然資
源が国有として定義され、実際上は国有企業が主導して開発を進めた時、
国有企業グループに加われない人々は開発の果実になかなか接近できない。
松原市の中心市街地の二元的な都市景観は、吉林油田の恩恵を享受できる
人とできない人との格差を体現したものになっている。それは社会経済的
な階層間の問題であるだけではない。そもそも天然資源が誰のものかまで
遡って考えた時、民族間の問題となる可能性もはらんでいる。
21
小野寺　中国における資源開発と都市形成―吉林油田を事例に―
謝辞
　本研究の調査活動にあたっては、中国科学院東北地理及農業生態研究所
の張柏研究員から多くのサポートやアドバイスをいただきました。ここに
記して感謝申し上げます。
　 本 研 究 は、 科 学 研 究 費 助 成 事 業, 基 盤 研 究 B, 研 究 課 題 番 号：
24401035,研究代表者：小島泰雄の一部を構成しており、小島泰雄編『中
国東北における地域構造変化の地理学的研究―松原調査報告』京都大学人
間・環境学研究科地域空間論分野,2015のpp．1-13に所収の同名論文に加
筆修正を施したものである。
注
1 ） 北村豊「「ゴーストタウン」と呼ばれたオルドス市、破産の危機に直面―石炭産
業への過度な依存が市財政を圧迫」日経ビジネスオンライン2013年 7 月12日,
https://business.nikkeibp.co.jp/article/world/20130711/250948/?P= 1 （2018 年 7
月26日閲覧）。
2 ） 陳慧女『中国資源枯竭型城市的産業転型―基於科学発展観視角的分析』中国社会科
学出版社,2012。
3 ） 常春勤・関中美「資源開発与鉱業城市発展耦合関係与機理」（喬旭寧・常春勤・陳小素・
楊永菊・聶小軍・関中美編著『資源与区域発展』煤炭工業出版社,2012）,173-186頁。
4 ） 徐建山等『石油的軌跡―幾個重要石油問題的探索』石油工業出版社,2012。
5 ）前掲 4 ）。
6 ）前掲 4 ）。
7 ）前掲 4 ）。本節の以下の記述は主として同書を参考にしている。
8 ）中国石油吉林油田公司ホームページ
　　 http://www.jl.xinhuanet.com/youtian/jianjie.htm（2014年 6 月14日閲覧）。
9 ）中国石油吉林油田公司編『吉林油田五十年』石油工業出版社,2010。
10）前掲 8 ）。
11）蘇赫巴魯主編『古今松原』龍門書局,1996。
22
横浜市立大学論叢人文科学系列　2018年度：Vol.70 No.1
12）前掲 9 ）。
13） （ 1 ） 張福山「迅速崛起的城建事業」（前郭尓羅斯蒙古族自治県委宣伝部・前郭尓羅
斯蒙古族自治県文聯編『騰飛的前郭尓羅斯』2001）,81-91頁,（ 2 ） 『前ゴルロスモ
ンゴル族自治県地名誌』（内部資料）1989。
14） 吉林油田の内部の情況については、数か所の住宅小区における聞き取り調査に基づ
く他、（ 1 ） 中国石油吉林油田公司ホームページ
　　 http://www.jl.xinhuanet.com/youtian//2012-10/19/c_113430628.htm に 掲 載 さ れ
た新聞記事「以発展促民生―以民生聚人心吉林油田着力建設和諧家園」（吉林日報
2012年 3 月 1 日版）（2014年 6 月14日閲覧）や、（ 2 ） 阿汝汗編『松原文化述略』時
代文芸出版社,2009を参考にしている。
15） 「宝石花」はそもそも親会社である中国石油天然気（ペトロチャイナ）の社章であり、
子会社の吉林油田に属する施設などにはよく付されている。写真 8 や写真 9 にも見
られる。
16）範鳳勤主編『松原年鑑2012』長春出版社、2012。
17） この都市の人口や経済の構造から判断すれば、近年の怒涛のような不動産開発は過
剰な投資ではないかとも危惧される。
18） （ 1 ） 謝継文「“資源詛咒”国内研究現状述評」対外経貿12, 2011, 27-29頁,（ 2 ） 郭
文炯「“資源詛咒”的空間結構解析―核心辺縁理論視角」経済地理34, 2014, 17-23頁。 
19） 大橋英夫「習近平・李克強を待ち受ける「二つの罠」」（21世紀中国総研編『中国情
報ハンドブック』蒼蒼社,2013）, 19-49頁。
20） （ 1 ） 柯隆「視界不良の中国経済（中）―不動産バブル崩壊の恐れ」日本経済新聞
2014年 5 月15日。他方、（ 2 ） 丸山知雄「視界不良の中国経済（下）―民間主導の
時代近づく」日本経済新聞2014年 5 月16日は、国有企業の民営化の進展に注目して、
「国進民退」の傾向を確認できないとしている。）
23
小野寺　中国における資源開発と都市形成―吉林油田を事例に―

